






Introduction and Evaluation of Lectures Using Active Learning  






























































2005 年 1 月 28 日の中央教育審議会答申によって打ち出された「我が国の高等教育の将来像」にお



































































































国の大学政策としては、1990 年代後半から 2000 年代の初めにかけて、規制緩和政策が進められる
ようになり、資金分配についても「集中と選択」「競争と評価」の必要性が言われるようになる(13)。
また、先述のとおり、2005 年 1 月 28 日の中央教育審議会答申によって打ち出された「我が国の高等



























なる大学の形成（「大学 COC 事業」はこのカテゴリー）が存在する。 
文部科学省の地域大学連携施策として有名なものとして「大学 COC 事業」が挙げられる。「大学
COC 事業」とは、「地（知）の拠点整備事業」のことであり、2013 年度から開始されている。「COC」

















京都府では、京都府景観資産登録制度に基づき、2013 年 12 月現在、府内 18 箇所を「京都府景観
















なった。その結果が 2012 年度学生ゼミナール大会での優秀賞の受賞へとつながり、4 回生時には卒
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